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問題がないように見える中国の雇用情勢であるが、社会環境や労働力構成の変化に産業構造転換が追いついていないこと等から 実際は二つ大きな「ミスマッチ」を抱えてい 。大学卒業生の就職難 農民労働者（農民工）の不足という一見相反するように見える現象がそれで 。冒頭に述べた記者会見 際、人力資源部・尹成基スポークスマンが、就業状況は良好であると強調した後、大学卒業生、農民工および就業困難
な人々についての取り組みをしっかりやるべきと強調した背景には、かかる現状認識がある。●大学生の就職難一．就職難の現状と背景　
本年の大学卒業生数は六三一万人




















卒業時期 人数（万人） 待機人数（万人） 就職率（％）
2001 115 34 70
2002 145 37 74
2003 212 52 75
2004 280 69 75
2005 340 79 76
2006 413 91 77
2007 495 145 70
2008 559 173 69







アジ研ワールド・トレンド No.178 （2010. 7）43
きなプレッシャーになる。 この結果、期待に沿わない仕事であれば就職しない、または期待されている手前、妥協しようにもでき 状況になり、 就業難を一層深刻化させている。　
北京など大都市部では、こうした
若者が故郷に帰るに帰れず、農村部との境界地区に数平米のアパートを借りて集団で生活し、保険勧誘やプログラマーなどの非正規雇用に就いている「蟻族」 （知能が高く、集団で暮らし、弱者であることからこのように呼ばれる） いう一群 現れている。二．政府の取り組み　
四月七日、人力資源部、教育部、























 高等教育改革。就職状況の芳しくない専攻については客観的に分析を行い、状況によって調整を行う（筆者注：規模を縮小する） 。卒業生の就職 を大学の成績評価の重要指標とする。
　
あらゆる関係部門が、様々な側面
から、地方を含めた関係者に責任を負わせる形で取り組む方針を明らかにしたことは、大量の高学歴失業者が出ることになれば国家の損失になるという認識に加え 彼らが不満を蓄積させることは社会安定にも悪影響を与えかねないとの認識を窺わせる。ただ、産業構造を転換させるは時間を要す し、大学生 就職に対する考え方を変えさせ も容易なことではない。また の評価指標として就職率 重視しすぎると、大学が就職率を水増しする現象（ 「被就業」 （就業させられる、の意）と呼ばれる。す わち本当は就職していないのに記録の上で したことにさせら ことを指す。大学が卒業要件として就職証明書を要求し、学生は証明書を偽造したり、ツテを頼って証明書を出してもらったりする等の手段を用 る行為が珍しくないと指摘されている） が蔓延 、就職統計自体が当てにならないことにもなりかねない。●農民工の不足一．現状と背景　
反面、昨年後半から沿海部の組立
加工業を中心に農民工 足が深刻化する現象が現れた。春節（旧正月）や秋の収穫期に里帰りした労働者
戻ってくるまでの間、一次的に人手不足になるのは恒例行事であるが、近年はどんどんその時期が早まり、規模が拡大する傾向にある。三月上旬に人力資源部が行った重点調査によると、三月一〇日時点で 広東省の労働者不足は七〇万人、福建省は二〇万人と、労働者が故郷から戻ってきたことや賃上げが行われたことなどから春節明けの二月下旬よりいずれも改善しているが、農村部で量の潜在余剰労働力を抱える一方で人手不足が半ば構造化している（長江デルタ地区や珠江デルタ地区 日系企業数社からヒアリングしたところ、このところ状況はやや改善しているが、組立産業を中心に依然人手不足で、賃上げを行ったところも多い） 。　
国家統計局の発表によると、二〇
〇九年の農民工数は二億二九七八万人で、前年に比べて一・九％増加、うち出稼ぎ労働者は一億四五三三万人で三・五％増加している。ところが、内訳を見ると地域別に大きな不均衡が存在している。東部への出稼ぎは九〇七六万人で八・九％減少、中部は二四七七 三三・二％の増加、西部は二九四〇万 二〇・二％増加と、絶対数ではまだ東部が圧倒的多数を占めているものの、出稼ぎ労働者が東 から中西部へ移動
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している傾向が明確に見て取れる。中でも珠江デルタ地区の減少は著しく、実に二二・五％減となった。　
二〇〇八年の世界金融危機の影響
で、同年末から 〇〇九年前半にかけて中国の経済成長率も大幅に落ち込んだ。仕事を失った農民工の利益を守るため、 務院は「国務院弁公庁の現下の農民工の仕事の適切な処理に関する通知」 （二〇〇八年一月二〇日）を出し、就業機会の拡大に加え、故郷に戻っ 農民の創業を支援し、耕地に係る権益を保障するよう指示した。これ より、再度出稼ぎに行くことなく故郷にとどまることになった農民工も一定程度存在したものと思われる。　
また、中央政府は景気刺激策とし
て投入 資金を比較的発展の遅れている中西部に重点的 配分 地域格差の是正を図ろう した（例えば二〇〇九年一〇月九日、 「国務院弁公庁の国際金融危機に対応し、西部地区経済の平穏で比較的速い発展を保持することに関す 通知」 。 「通知」は、基礎インフラ建設の強化、環境保護と生態建設 強化、産業構造の転換、民生プロジェクト の強化、医療・文化・社会保障等社会事業発展 加速 四川 震復興等集中的な投入を行うこ を指示している） 。こうした政府の景気刺激策
を受けた中西部は、東部に比べて輸出の落ち込みによる影響が小さかったうえ、景気回復が加速された。このため、職を失って故郷に帰った労働者が東部へは戻らず、中西部に流れる動きが生まれた。　
そもそも、 中国政府が「三農問題」
解決を最重点として取り組みだして以来、農村の実質所得は向上しており（見掛けの収入増に加え 農業税の廃止などの要素もある） 、加 て「家電下郷」政策で農村における家電製品購入に補助を行うようになるなど、総じて農村では生活レベルが改善している。また、一九八〇年代から九〇年代の出稼ぎ労働者には、





















2009 2008 増減額 増減率
全　　国 1,417 1,340 77 5.7
東部地区 1,422 1,352 70 5.2
中部地区 1,350 1,275 75 5.9
西部地区 1,378 1,273 105 8.3
（出所）国家統計局「2009年農民工監測調査報告」より。
トレンド・リポ トー
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農民工を取り巻く問題の一つだ。前出の統計局調査によると二〇〇九年の給与遅配は一・八％と前年 四・一％から大幅に改善してい が、遅配は建築業と製造業に集中して起こっている。（二）労働環境　
社会科学院が二〇〇八年に行った



















年労働者の割合が上昇する中、給与金額以外に社会保障や福利厚生を充実させ、不払いや遅配をなく ことが重要だが、そもそも雇用主との間で雇用契約を締結している割合は二〇〇九年で四二・八％ 過ぎず、特に建設業では雇用契約を締結していない割合が七四％に上る。また、出稼ぎ労働者のうち小学校レベルの教育水準の者が一 ・六 、中学レベルが六四・八％を占め、中は文盲の者も一・一％いる。中央政府が掲げる職業訓練の充実や雇用契約締結率の向上などの目標を達成するにはかなりの困難を伴うことが予想される。　
広東省では三月以降大幅な最低賃
金の引き上げが実施され、また、昨年末から外資系企業でも賃上げを求めるストライキが多発している。他方、アパレルや日用品 ど利幅が薄い業種では賃上げを含む待遇改善の余力がほとんどなく、今後コスト上昇に仮に人民元レー 切り
加わった場合、こうした業種に属する中小企業を中心に工場閉鎖や内陸部への移転を迫られるところが増加することも予想される。 そ なれば、そこで働く大量の労働者が放出されることになり、一転して労働力の供給過剰、失業が生まれる（某中国人ジャーナリスト） 。これら労働者を人手が不足する分野にシフトさせることができれば問題は解決す が、何らの職業訓練も受けてい い労働者や中高年労働者が少なくないを考えると、実現は容易ではな 。　
高学歴者と農民工という異なる労
働者層の間でのミスマッチだけ なく、それぞれの層 中においても、専攻分野や地域 のミスマッチ 目立ってきている。政府は、産業政策全体の策定および実施と併せ、一層きめ細かな対応を求めら ることになる。（どうのうえ
　
たけお／北京在外研究
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